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甲南大学フロンティアサイエンス学部・経済学部・法学部の 

収容定員変更にかかる学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

ア．定員充足の見込み 

 甲南大学フロンティアサイエンス学部生命化学科（以下「FIRST」とい

う。）は、徹底した少人数教育を基盤に、ナノとバイオ及びその融合領域

ナノバイオ分野の教育・研究を行う学部・学科として、平成 21年（2009

年）4 月に設置された。FIRST 設置の理念を実現するため、入学定員 35

名としてきたが、これまでの教育・研究の成果及び社会のニーズに照ら

して、ナノバイオ分野の人材をより多く輩出することが FIRST の使命の

一つであるとの認識に至った。同等の教育・研究の質を保ったまま定員

を増員するためには、学則の変更の趣旨等を記載した書類に記したとお

り、入学定員を 45名とするのが妥当であると考えている。 

資料 1「平成 23年度（2011年度）から平成 27年度（2015年度）の志

願者・合格者・入学者等の状況」及び資料 2「平成 28 年度（2016 年度）

の入学試験結果」にあるように、志願者数、実質競争倍率、入学手続率

等は定員を充足するために必要な水準を維持しており、十分に学生確保

の見通しが見込める状況にある。また、受験生の資料 3「私立大学 農・

生命科学系統志願者増減表」を見ても、同分野を志願する者の数は 9 万

人規模に達しており、今後も継続して一定数の志願者が見込まれる。以

上のことから、FIRSTの志願者数は増員後の定員を充足するに十分なもの

であると判断できる。 

経済学部経済学科（以下「経済学部」という。）及び法学部法学科（以

下「法学部」という。）についても、資料 1「平成 23 年度（2011 年度）

から平成 27年度（2015年度）の 5年間の志願者・合格者・入学者等の状

況」にあるように、年度ごとに増減が見られるものの一定の水準が確保

されており、入学定員をそれぞれ 5 名減ずることよる影響を受けること

はないと考えている。 

 

イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

資料 1「平成 23 年度（2011 年度）から平成 27 年度（2015 年度）の志

願者・合格者・入学者等の状況」は、関係各学部の平成 23年度（2011年

度）から平成 27年度（2015年度）までの志願者・合格者・入学者等の状
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況に関する推移を示している。当該資料からは、FIRST の志願者数は約

500〜600名、実質競争倍率は 3倍前後で推移し、入学手続率も 20％程度

で安定していること、並びに経済学部及び法学部については、志願者数・

実質競争倍率・入学手続率ともに、年度ごとに増減が見られるものの一

定の水準が確保されていることがわかる。 

資料 2「平成 28年度（2016年度）の入学試験結果」においては、当該

年度入学試験における試験制度別の志願者・合格者・入学手続者等の状

況を示している。当該資料からは、FIRSTについて、志願者数の減少が見

られるものの、依然として入学定員を確保するために必要な水準が維持

されており、特に、新たに導入した公募制推薦入学試験や、指定校推薦

入学試験といった志願度の高い志願者を確保する制度が機能し、学生確

保に向けた取り組みが一定の成果を上げていることがわかる。また、経

済学部及び法学部の実質競争倍率及び入学手続率が維持又は向上してい

ることがわかる。 

資料 3「私立大学 農・生命科学系統志願者増減表」は、私立大学学部

系統別志願者数のうち、FIRST関連系統について示したものであり、年度

による増減はあるものの、9万人規模の志願者層が存在することがわかる。 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

収容定員を増員する FIRSTにおいては、資料 2「平成 28年度（2016年度）

の入学試験結果」にあるように、志願度の高い多様な志願者の確保を目的

として、多面的な選抜方法を取り入れた公募制推薦入学試験を導入し、募

集人員 5 名に対して 38 名の志願者を集め、10 名の合格者を得、うち 8 名

が入学手続きを行っている。また、高大連携に関する取組を継続してきた

成果として、指定校推薦入学試験において 2名の合格者を得ている。 

 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育上の目的（概要） 

収容定員を増員する FIRSTは、平成 21年（2009年）4月に、ナノテクノ

ロジー、バイオテクノロジー及びそれらの融合領域であるナノバイオテク

ノロジーを教育・研究対象とする入学定員 35名（収容定員 140名）の学部・

学科として設立された。この学問領域は、資料 4「平成 19年版の科学技術

白書」において戦略的重点化の対象として挙げられた８つの分野を広くカ

バーする領域であり、上記の分野を総合的に学び、さらに FIRST が立地す

る神戸をモデル都市としてテクノロジーを産業や生活に活かす術を学び、
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考える教育を行うことを目指している。また、少人数体制の強みを活かし

たカリキュラムや教育内容、積極的な学生サポートを特徴とし、日本では

まだ数少ない「融合領域を学べる学部」として、ナノバイオ分野に習熟し

た人材の育成を実践している。 

また、経済学部及び法学部については、資料 8「平成 24年度（2012年度）

から平成 26 年度（2014 年度）の卒業後の進路状況」に示すように高い就

職決定率が保たれているが、社会の要請として、大学教育に対する質保証

が強く求められているところであり、両学部の収容定員変更はかかる社会

の要請に応える取組みの一環として行うものである。 

 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであること

の客観的な根拠 

収容定員を増員する FIRSTについては、資料 4「平成 19年版科学技術白

書」に示されているとおり、FIRST が研究・教育の対象とする「ナノバイ

オ」が広くカバーしているライフサイエンスの領域が、戦略重点科学技術

として選定されている。また、資料 5「【国際戦略総合特区】関西イノベー

ション国際戦略総合特区」にあるとおり、FIRST が立地している「ポート

アイランド第２期地区」は「神戸医療産業都市」の中核であり、同都市が

関西国際戦略総合特区の 1 地区であることから、ナノ及びバイオ分野の企

業や研究所が集積しているために潜在的な人材需要は極めて高く、実際に、

大学や研究機関の連携による人材養成の取り組みが本格化しつつある。そ

の一例として、資料 6「日本経済新聞 2015年 11月 30日朝刊」は、国が成

長戦略で新たな基幹産業と位置付ける高度医療について、甲南大学が理化

学研究所と連携し、人材育成に取り組んでいる例を示す記事である。さら

に、資料 7「平成 27年版科学技術白書」においては、ライフサイエンスの

成果が不可欠なライフイノベーションの推進が今後も重要課題であるとの

認識が示されている。以上のことから、ナノバイオ分野に習熟した人材の

提供には、今後も社会からの強い要請があると予想される。 

次に、FIRSTの進路については、資料 8「平成 24年度（2012年度）から

平成 26 年度（2014 年度）の卒業後の進路状況」が示すとおり、大学院進

学が 51.0％、就職が 42.2％、特に、就職希望者の就職決定率は 100％であ

り、十分な人材需要があることを示している。また、経済学部及び法学部

の卒業後の進路状況についても、就職希望者の就職決定率は平均で 97％前

後と高い水準を保っている。 

以上 
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